
左から稲富修二フォーラム事務局長（衆）、内藤会長、公正取引委員会 藤本哲也事務総長、
山岡達丸フォーラムメンバー（衆）

1月30日（木）、空港グランドハンドリング業務での適正取引を推進
するための環境整備に向け、航空連合として初めて、公正取引委員会
に対する要請を実施しました。藤本哲也事務総長からは「問題となる
取引慣行に対し、公正取引委員会として是正に動くためには、現場の
生の声が起点となる。貴重なご提言に感謝したい」との発言がありま
した。今後も中央委員会で組織確認した「航空連合 適正取引ガイド
ライン」をもとに、関係各所への働きかけに取り組んでいきます。
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「適正取引の推進」に関する航空連合の要望
１．契約内容の適正化（キャンセル料の設定・最低保証金の導入など）
２．空港ハンドリング業務の業種別下請ガイドラインの早期策定
３．外国社も含めた航空会社と業者間取引における「下請けGメン」の拡充
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公正取引委員会は、独占禁止法を運用するために設置された機関で、その補完法である下請法の運用
もおこなっています。
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